
マイナンバーの通知が
　　　　　　　始まります！

平成27年10月より

マイナンバーキャラクター
マイナちゃん

１
人
に
１
つ
マ
イ
ナ
ン
バ
ー

　

マ
イ
ナ
ン
バ
ー（
社
会
保
障
・
税

番
号
）
と
は
、
日
本
国
内
に
住
民
票

を
持
つ
全
て
の
人
に
割
り
当
て
ら
れ

る
、
一
人
一
人
異
な
る
12
桁
の
個
人

番
号
の
こ
と
で
す
。
マ
イ
ナ
ン
バ
ー

を
用
い
る
こ
と
で
、
さ
ま
ざ
ま
な
機

関
が
持
つ
個
人
情
報
を
ひ
も
付
け
ら

れ
る
こ
と
か
ら
、
同
じ
人
の
情
報
で

あ
る
こ
と
を
確
認
で
き
る
よ
う
に
な

り
、
ス
ム
ー
ズ
で
よ
り
正
確
な
手
続

き
が
可
能
に
な
り
ま
す
。

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
の
利
用
範
囲

　
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
は
、
法
律
に
規
定

さ
れ
た
社
会
保
障
や
税
務
関
係
の
手

続
き
、
災
害
対
策
な
ど
の
限
ら
れ
た

分
野
で
利
用
さ
れ
ま
す
。

◆
社
会
保
障

　
年
金
の
資
格
取
得
や
確
認・給
付
、

雇
用
保
険
の
資
格
取
得
や
確
認
・

給
付
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
事
務
、

医
療
保
険
給
付
の
請
求
、
福
祉
分

野
の
給
付
、
生
活
保
護
な
ど

◆
税
務
関
係
の
手
続
き

　
税
務
署
な
ど
に
提
出
す
る
確
定
申

告
書
、
届
出
書
、
法
定
調
書
へ
の

記
載
な
ど

◆
災
害
対
策

　
防
災
・
災
害
対
策
の
事
務
、
被
災

者
生
活
再
建
支
援
金
の
給
付
、
被

災
者
台
帳
の
作
成
事
務
な
ど

※
こ
の
ほ
か
に
、
社
会
保
障
・
地
方

税
・
災
害
対
策
に
関
す
る
事
務
で

市
町
が
条
例
で
定
め
る
も
の

安
全
・
安
心
な
情
報
管
理

　

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
に
は「
個
人

情
報
の
漏
え
い
対
策
は
大
丈
夫
か
」

「
他
人
に
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
を
使
わ
れ

て
な
り
す
ま
し
被
害
に
遭
う
の
で
は

な
い
か
」
と
い
っ
た
懸
念
の
声
も
あ

り
ま
す
が
、
安
全
に
制
度
を
運
用
す

る
た
め
、
制
度
と
シ
ス
テ
ム
の
両
面

か
ら
個
人
情
報
を
保
護
す
る
仕
組
み

を
整
備
し
て
い
ま
す
。

◆
制
度
面

　
法
律
に
定
め
ら
れ
た
場
合
以
外
で

の
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
の
収
集
禁
止
、

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
の
収
集
に
は
本
人

確
認
を
義
務
付
け
、
国
の
特
定
個

人
情
報
保
護
委
員
会
に
よ
る
マ
イ

ナ
ン
バ
ー
が
適
切
に
管
理
さ
れ
て

い
る
か
の
チ
ェ
ッ
ク
な
ど

◆
シ
ス
テ
ム
面

　
個
人
情
報
を
分
散
管
理
し
て
芋
づ

る
式
の
情
報
漏
え
い
を
防
止
、
シ

ス
テ
ム
使
用
者
を
制
限
し
て
通
信

を
暗
号
化
、
行
政
機
関
間
の
や
り

と
り
に
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
を
使
用
し

な
い
な
ど

※
今
後
、
自
分
の
個
人
情
報
が
ど
の

よ
う
に
や
り
と
り
さ
れ
て
い
る
の

か
を
自
分
で
確
認
で
き
る
シ
ス
テ

ム
が
、
稼
働
す
る
予
定
で
す
。

　平成25年５月に「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用
等に関する法律」が公布され、マイナンバー（社会保障・税番号）制度の導入が決
定しました。平成27年10月からマイナンバーが随時通知され、平成28年１月
より、社会保障・税・災害対策の行政手続きでの活用が始まります。

マイナンバー制度に関する問い合わせ　総務課　☎０５３７�１１３２

マイナンバーのメリット

行政が所得や他の行政サービス
の受給状況を把握しやすくなる
ため、負担を不当に免れること
や不正な受給の防止に役立ちま
す。本当に困っている人へのき
め細やかな支援ができます。

給付金などの不正受給防止

③公平・公正な社会の実現

年金や福祉などの申請時に必要
な課税証明書といった書類の添
付を省略。行政機関にある自分
の情報を確認したり、さまざま
な行政サービスのお知らせをス
ムーズに受け取ったりできます。

①国民の利便性の向上

手続きが素早く正確に
国や地方公共団体で複数の業務
間での連携が進むと、さまざま
な情報の照合や入力にかかる時
間や労力が軽減され、無駄の少
ない迅速かつ正確な手続きがで
きるようになります。

②行政の効率化

手続きが簡単に
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